
第４期第６回川口市自治基本条例運用推進委員会次第 

     日 時 ： 平成25年７月３１日（水）午後６時３０分から  

場 所 ： 中央ふれあい館 特別会議室 

１ 開  会 

２ 議  事 

  ・自治基本条例の認知度を上げるため、望ましい委員会の在り方について 

３ 次回の会議について 

４ そ の 他 

５ 閉  会 



 ●各委員の意見要約（7/31 委員会用） 

■ 

・保育所、学校の保護者向け、若い人が集まるイベントで広報してはどうか。

・条例の中身でなく推進していくための広報手段を検討する。

■ 

・条例の周知増強計画（数年間）などを設定し、一定期間が経過した後に委員会が評価

してはどうか。したがって当面委員会は休止してはどうか。

・条例は今すぐ改正するよりも、一定期間周知した後に議論することが望ましい。

■ 

・個別具体化した課題が生じた際に市民参加を募り、数年に一度集中的に審議する形式

が望ましいと考える。

・市民に直接的に影響がないので認知度を上げることは難しいのではないか。

■ 

・見直し以前の問題として、条例に添った運用がされているかの検証が第一である。

・自治基本条例の日のような記念日を設け、教育現場での啓発に繋げる。

■ 

・アンケートや広報紙も知っている、知らない、一過性で終わってしまう。

・上から流れをつくるより、市民が関心のある事例を挙げて下から流れをつくる。

■ 

・この委員会の目的を条例の周知・啓発活動に特化してはどうか。

・自治基本条例に特化した市民意識調査を実施する。

・１年ごとに半数を入れ替える形式をやめ、２年任期で一斉に委嘱する形式に変更。

■ 

・条例が良いまちづくりに寄与しているかという点を議論することが広報をする上で必

要ではないか。

・委員会の在り方については、当面はこのままで良い。開催の総時間数を考えると、踏

み込んだ具体的な議論を期待するよりも大枠の監視機能としての役割で良いと思う。

■ 

・この委員会は必要な時に立ち上げ、その都度開催する形が良いと思う。

・この委員会で認知度を上げることは難しいため、別のチームが活動してはどうか。

・認知度を上げる方法については、学校教育の現場で勉強することが良いと思う。

■ 

・認知度を上げる方策については、１）メディア、広報誌の活用 ２）公聴会・対話集

会の実施 ３）学校教育に組み込む ４）町会・自治会で出前授業

・委員会の答申で問題を提起するだけでなく、その後に内容がどう反映されているのか

まで関与していく必要がある。

・条例については見直し箇所はないと認識しており、任期は２年で良いが、人数、開催

回数も許されるなら増やした方が良い。



■ 

・自治基本条例の市民対象アンケートを実施してはどうか。

・条例の条文よりもわかりやすい事例等を挙げて、具体的に紹介してはどうか。

・川口市のＨＰ、学校教育の現場、若年層向け、などＰＲする手段を色々と変えるべき。

・より有効な委員会運営にするためには、自治活動に深く従事されている方を委員にし

てはどうか。それぞれの年代から公募を募るのも有効かもしれない。

・任期については２年が妥当であるが、現行のような審議する委員会であればさほどの

開催頻度の必要性は感じないが、認知度を上げることに特化した場合は足りないと思う。

■ 

・前提として、現行の委員会条例を変更しないとした上での提案であるが、認知度を向

上することによって、何を期待するのかを明確にする必要がある。

・市の各施策を可視化することによって、目に見える施策に対する市民からのフィード

バックを得て、初めて認知度を客観的に測定できると思う。

・任期は２年とすると、未決定事項や継承などを正副委員長、事務局に期待せざるを得

ない。

・任期を終了した委員が関与、意見表明できるチャンネルを開設してもらいたい。

■ 

・住民自治の大切さを以下の提案により、市民等に訴え、広報する。

１）市長が「日本一のボランティアの街」のように宣言し推進する。２）小中学校教育

の一環として住民自治の大切さを教育する。３）子どもにもわかる教材やパンフレット

を作成する。

・現行の運用推進委員会の役割を明確化する。この委員会設置の趣旨は、条例を作りっ

ぱなしにしないことであり、必置の委員会である。新たな提案としては、推進アクショ

ンプランの策定、委員定数の２名増員、運用推進委員会の開催回数や審議時間が不足し

ているため増やすべきである。自治基本条例ならびに各種条例の法体系のバランス、整

合性を図る。

・条文の見直しについては、条文中の「自治」をすべて「住民自治」とし、改訂条文を

追加し、明確化する。

・市民にとって使いやすいハンドブックのような自治基本条例にする。

 ※線の部分については、認知度を上げる提案・方策

   （１２）

※全意見（３４）



■委員会の在り方についてのキーワード類型 

自治基本条例の認知度を上げるための提案は要約に出されていたものであり、それらを

実現するために現行の委員会で可能なのかを整理した。 

現行の委員会 

●縮小                              ●拡大 

○委員定数２名増員、委員会開催回数と審議時間増 

○認知度を上げることに特化した場合は足りない？ 

ただし、現行の内容なら回数・時間・２年任期は妥当 

●変革性   

○それぞれの年代から公募を募る 

○有効な委員会運営にするため自治活動者を委員にする 

○１年ごとに半数を入れ替える形式を改め２年任期で一斉に委嘱する形に変更 

○答申するだけでなく、その後がどう反映されているのかまで関与する 

○条例の周知増強計画設定 

○現行の審議形式委員会は開催頻度の必要性は感じない 

○必要な時に立ち上げ、その都度開催する形 

○具体化した課題が生じた際に市民参加を募り数年に一度集中的に審議する形式 

     ○委員会の休止 

○推進アクションプランの策定 

新たな形の委員会 




































